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第２次世界大戦後，台湾経済は食料自給をい

ち早く達成，困難な「復興期」を乗り越えた。

その後，１９５０年代後半から６０年代前半までの

「米糖輸出経済」と輸入代替工業化を経て，６０

年代後半から７０年代前半にかけて外資導入によ

る輸出指向工業化により，「高度成長期」へと

移行していった。７０年代後半からは「安定成長

期」に入り，輸出指向工業化と並行して，第２

次輸入代替工業化でもある重化学工業化への途

をたどっていった。

この点，現在の台湾を特色づけている IT産

業発展の基盤となったのは，６０年代後半の輸出

指向工業化の時期であり，その経済主体は民間

の中小零細企業であった。当時の台湾の企業は，

戦前の日本企業を接収し，川上に位置する基幹

産業である官営大企業と，他方，川下に位置す

る民間の中小零細企業とに分かれていた１）。こ

の中小零細企業が主体の家電・電子部品産業が，

輸出指向工業化の主役となっていった。７０年代

以降，台湾当局はこれらの企業に対する技術的

な支援と優遇措置の提供などにより，家電・電

子部品産業の育成に大きく貢献した。

その後，１９８０年代に入り，情報化の急速な進

展とともに，多くの家電・電子部品産業が IT

機器の生産を開始し，IT産業の集積が進んで

いった。特に，９０年以降，台湾 IT産業は独特

な生産システムである OEM（Original Equip-

ment Manufacturing：他社ブランドの委託生産），

ODM（Original Design Manufacturing：他社ブ

ランドの設計と製造まで委託），ファウンドリ

ー（受託加工生産）に特化し，米国の大手 IT

メーカーからの受注を一手に賄うなど，積極的

なビジネスを展開し，急速に規模を拡大してい

った。

また，IT産業の発展は，同時に人件費の高

騰を招き，９０年代に入り量産工場の大陸移管を

促した。これらの結果，珠江デルタ，長江デル

タの IT産業の集積も進んで「世界の工場／中

国」と言われるようになった。他方，大陸への

急激な生産移管は，台湾内に大きな影響を及ぼ

していることはいうまでもない。

以上のような点から，まず，台湾 IT産業の

構造と特徴を明らかにし，さらに，発展の要因

と大陸進出など動向をみることにする。

１．台湾 IT 産業の構造

台湾の IT産業は，近年，急速に生産量を拡

大している。一方で，米国の EMS（Electronics

Manufacturing Service：電子機器受託生産サー

ビス）企業の台頭もあり，台湾企業の強みであ

る OEM／ODMによる受注獲得競争が一段と

激化している。まず最初に，このような現状に

ある台湾 IT産業の構造と特徴をみることにす

る。

� 台湾 IT 産業の位置

台湾 IT産業の総生産額を，主要 IT機器の生
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産国別でみてみると，第４位に位置している。

さらに，中国で生産された IT機器の内，６０％

以上は台湾企業が生産していることから，合計

すると，台湾は日本を抜いて第２位になる。

台湾 IT産業の２００３年度，総生産額は，５７１．１

億ドル（前年比１７％増）であるが，台湾での生

産はむしろ減少し，１２６．２億ドル（前年比２７％

減）にとどまった。他方，大陸での生産は３５７．１

億ドル（前年比５３％増）と急増している。大陸

の生産増加は，２００１年の IT不況を除いて，１９９０

年以降，常に１０％以上の前年対比成長を遂げて

おり，２００１年のノートパソコンと液晶モニター

の解禁などが，２００２年以降の生産増に結びつい

た。

また，IT機器の分野で世界シェア５０％を超

える製品も多くなってきている。２００３年の実績

を，『２００４資訊工業年鑑』でみてみると，ノー

トパソコン６７．２％，マザーボード７９．０％，LCD

（液晶）モニター６５．４％，CRT（ブラウン管）

モニター５４．５％，などは５０％を超えている。そ

の他，デスクトップ・パソコン２６．８％，サーバ

ー３２．９％，CD／DVD４２．３％となっており，台

湾企業の独壇場となっていることがわかる。世

界のブランドメーカーの多くはこの分野での生

産を諦めて，台湾企業への OEM／ODM生産

に依存している場合が少なくない。

一方，グローバル化の進展は市場競争の激化

をもたらし，台湾の IT機器生産も厳しい競争

条件をクリアするため，海外生産，特に大陸に

進出する企業が増加し，台湾と大陸との生産比

率も大きく変化している。

表３の大陸での生産比率（２００３年）を製品別

でみると，ノートパソコン６６％，デスクトップ

パソコン５２％，マザーボード７３％，LCDモニ

ター６１％，CD／DVD６３％となっている。

そこで，発展著しい台湾 IT産業の構造を，

大別すると三つの分野に分けられる。

① パソコン製品および周辺機器をアセンブ

リーする産業。

② アセンブリー産業に部品を提供する電子

表１ 主要 IT機器生産国の生産実績 （単位：百万ドル）

区 分 ２０００年 ２００１年 ２００２年 ２００３年

米国 ８５，７７２ ７６，９９５ ６１，２６８ ６２，５５１

中国 ２５，５３５ ２８，１７４ ３５，２２５ ４９，２８４

日本 ５２，１５３ ３９，２０４ ２７，６７３ ２２，３７１

台湾 ２３，０８１ ２０，１２４ １７，２９１ １２，６２０

韓国 １１，８５３ ９，８３７ １２，０４３ １２，２２８

シンガポール １６，３９５ １３，８９８ １１，３５２ １１，６４６

英国 １２，１２１ １２，０４５ １０，１２１ ９，９４６

ドイツ ８，６５７ ８，１４９ ６，５４９ ６，４３０

資料：資策會MIC，０４年，日本（JEITA）等の資料に基づき作成。

表２ 台湾の IT機器総生産額（海外も含む） （単位；百万ドル）

区分 １９９６年 １９９８年 ２０００年 ２００１年 ２００２年 ２００３年

生産額 ２５，００３ ３３，７７６ ４７，０１９ ４２，７５０ ４８，４３５ ５７，１０５

資料：資訊會資訊市場情報中心（MIC）の提供資料に基づき作成。
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部品産業の中で，能動部品と言われる半導

体，モニター，液晶，などの産業。

③ 電子部品産業の中で，能動部品以外の受

動部品と言われる，コンデンサー，コイル，

コネクター，抵抗器と，その他，機構部品

である印刷回路版，筐体などがある。

� アセンブリー産業

台湾の IT産業の中核であるアセンブリー産

業は，８０年代にアメリカ市場に宏碁が３２ビット

・パソコンを売り込むことで，認知されていく。

その後，台湾のアセンブリー産業は，OEM／

ODM生産に特化し，パソコン市場でのシェア

を拡大する一方，パソコンと周辺機器を含め多

くのメーカーが世界的な企業に成長していった。

アセンブリー産業を，売上げ規模でみると，

パソコン関係の企業が多く，特に，ノートパソ

コン，デスクトップ・パソコン，マザーボード

などの企業が上位を占めている。これらパソコ

ン企業は各機種ごとの生産に専念していた

が，９０年代後半からその壁が崩れてきた。すな

わち，部品企業からマザーボードの組み立てに

参入したり（鴻海精密工業：Hon Hai），マザ

ーボードからノートパソコンに参入するなどの

（最近では，微星科技：MicroStr，技嘉科技：

GigaByte）変化が起きてきた。特に，ノートパ

ソコンに進出する企業が増えて，現在約２０社が

生産している。

また，IT機器の中核であるパソコンは機能

が格段に向上し，その形態がますます多様化し

ており，パソコンは新たなデジタルホーム家電

の主役を担なうまでになってきている。

主要製品の生産額と生産数量の実績をみる

と，２００１年を除いて順調に伸びている。最近，

ノートパソコンとデスクトップ・パソコンの価

格差が縮小し，ノートパソコンがデスクトップ

・パソコンに取って換わりつつある。

IDC（アメリカ大手調査会社）の統計で

は，２００３年のパソコン出荷数量は全体で約１億

４８２０万台と言われており，台湾はその内，ノー

表３ 台湾 IT機器の海外生産比率 （単位％）

区分 １９９７年 １９９８年 １９９９年 ２０００年 ２００１年 ２００２年 ２００３年

海外生産 ３７．４ ４３．０ ４７．３ ５０．９ ５２．９ ６４．３ ７９．１

大陸生産 ２２．８ ２９．０ ３３．２ ３１．３ ３６．９ ４７．５ ６３．３

資料：資策會資訊市場情報中心ＭＩＣの提供資料に基づき作成。

表４ 台湾主要 IT機器製品の生産額と生産数量（海外も含む） （単位：億ドル，万台／万個）

区 分
金 額 生産台数

２０００ ２００１ ２００２ ２００３ ２０００ ２００１ ２００２ ２００３

ノートパソコン １３５．５ １２１．３ １３９．３ １６８． ，２９３ １，４１６ １，８２０ ２，５２３

デスクトップ・パソコン ７７．９ ６８．７ ７３．２ ８２．３ ２，７６６ ２，５４５ ２，４７４ ２，９６１

マザーボード ６６．７ ５６．５ ５８．４ ６３．５ ８，４７３ ８，０５６ ８，６５５ １０，３５４

サーバー ７．９ １０．４ １２．９ １５．３ ９２ １２２ １４９ １７９

CD／DVD ２３．０ ２１．０ ２４．０ ３２．９ ６，７５８ ５，１９９ ７，９４１ １０，１０５

デジタルカメラ ５．７ １１．０ １０．０ １４．７ ５４７ ８８２ ８７５ １，６７５

資料：資訊會資訊市場情報中心（MIC）提供資料及び経済部『台湾地区工業生産統計年報』２００４年，に基づき作成。
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ト・パソコン約２４２０万台，デスクトップ・パソ

コン約２９２０万台，合計で約５３４０万台（全体の

３６％）を生産している。

また，ノートパソコンの販売台数は急増

し，２００２年の約３０００万台が，２００３年には約３７５０

万台となり，パソコン全体に占める割合も２５％

まで上昇してきている。この分野での台湾のシ

ェアは約６５％と圧倒している。

２００３年の台湾ノートパソコンメーカーの出荷

台数は，台湾市コンピュータ同業協会（TCA）

の統計では，広達（Quata）９２０万台，仁寶（Com-

pal）５５０万台，創緯（Wistron）２２０万台，華碩

（Asustek）１９５万台，英業達（Inventec）１５５万

台，華宇（Arima）１２０万台と上位６社で約８８％

を占めた。

この状況を反映して，アセンブリー産業の売

上額上位１０社をみると，大手パソコン・アセン

ブリーの上場企業が大きく躍進している。これ

ら上位企業の多くは，１９７０年代後半から８０年代

にかけてベンチャー企業か，中小零細企業から

発展した企業であり，大手家電製造企業から電

子機器に主力を移した企業は大同（Tatung）の

みである。

さらに，上位１０社の企業は，創業２０年前後の

企業が多く，短期間に急速な成長を遂げてきた

ことがわかる。また，上位１０社の中では，パソ

コンそれもノートパソコンが主力のアセンブリ

ー企業が上位を占めている。急成長の要因は，

台湾企業に対して OEM／ODM生産を依頼し

たアメリカ，日本などのブランドメーカーが，

コスト競争力を維持するために選択した外注策

である。通常短期契約（１年ごとが多い）で，

数量と価格を決める厳しい取引が行われている。

だが，台湾企業にとって大量受注は，売上金

額には貢献するが，利益面では必ずしも寄与し

ているわけではない。パソコンは常にコストダ

ウンの要求が高いため，部品は徹底的にコモデ

ィティ化（汎用量産品）とモジュール化が要求

されている。また，アセンブリー産業であるた

め，労動賃金がダイレクトに製造コストに跳ね

返る産業でもある。

また，台湾主要メーカと欧米の ITブランド

企業との取引状況は，相互に取引が重複してい

るのが特徴であり，台湾企業同士が激しい受注

表５ アセンブリー上場企業上位１０社の売上額 （単位：億台湾元）

企業名 １９９６年 １９９８年 ２０００年 ２００１年 ２００２年 ２００３年

鴻海精密 １３７ ３８３ ９２１ １，４４１ ２，４５０ ３，２７９

廣達電脳 １７４ ５１９ ８２７ １，１５５ １，４２３ ２，９２２

仁寶電脳 １９８ ３７０ ７４４ ７７９ １，１６４ １，６２２

明基電通 ２６９ ３３４ ４８６ ５８８ ９３２ １，０８６

光寶科技 ２１２ １６１ ２５５ ２７５ ４８７ 注１）９９６

大同 ３８８ ４２６ ８４５ ７１４ ６６６ ８３６

宏基電脳 ５７５ ９７９ １，０２８ ６３５ ４２１ ８１７

英業達 ４３５ ４６１ ９３８ ６２３ ６８３ ８１５

緯創資通 注２）７６６ ７７７

華碩電脳 １３３ ３５２ ７０７ ７７９ ８２５ ７４４

注１：２００２年１１月，光寶電子，旭麗，源興科技，致福４社が合併して光寶科技になる。その前は台湾光寶電子の売上げ。
注２：２００１年１月に宏基電脳から，別会社の緯創資通に独立した。
資料：資訊會資訊市場情報中心（MIC）提供資料及び�交流協会『交流』第６８０号．２００３年，に基づき作成。
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競争を展開している。さらに，取引企業も世界

の ITブランド企業を全て網羅しており，最近

は日本企業からの OEM／ODM受注も急増し

ている。

台湾のアセンブリー産業は，１９７０年代後半か

ら短期間に多くの企業が創業した。そのコアに

なったのは，パソコンを中心とした多くのベン

チャー企業と中小部品製造業であり，それらの

企業は急激な変化に対応し，短期間に急成長し

ていった。

� 能動部品産業（半導体，液晶）

能動部品は増幅や他の物理量への交換などの

能動的な作業を行う部品であり，最終製品に占

める割合も大きい。

中でも，半導体はパソコンに欠かせない基幹

部品であり，メモリー部品である DRAMは製

品価格の５％を占めている。また，他の半導体

も多く使われており，半導体の全生産量の４０％

がパソコンに使用されている。そのため，パソ

コン市場の拡大とともに半導体の需要も急激に

上昇していった。

また，フラット・パネル・ディスプレイの

LCD（Liquid Crystal Display：液晶）モニター

はノートパソコン価格の約３分１を占めると言

われている。一部品が製品価格の３０％近くを占

める重要部品であり，全体のコスト低減にとっ

て，最大のポイントとなっている。

半導体産業

アメリカ半導体工業会（SIA）は，２００４年の

世界半導体売上高は，パソコンを始めデジタル

家電向けの需要が拡大し，これまで最高の年で

あった２０００年の２０４４億米ドルを超える見込みで

あり，昨年比２８．６％増の２１４０億ドル（約２３兆５４００

百億円）に達するであろうと発表した。

一方，台湾の半導体産業も，２００４年には

３１３．３億ドルに達するとの見方もあり（前年比

３０％以上），世界の半導体産業に占める割合も

１５％弱になることが予想される。

台湾半導体産業は，ファウンドリーが主力で

設計と製造が分かれており，様々な機能を持た

せることが出来る特定用途向 IC（ASIC）の生

産を主体とする企業と，日本と欧米の技術を導

入して２），メモリー（DRAM，SRAM）とマイ

クロ IC（CPU）を大量生産し，コストは厳し

いが量産効果が望める製品を主体に生産してい

る垂直統合企業（IDM：Integrated Device Manu-

表６ 主要メーカーの OEM／ODMの状況

台湾企業 製品 ブランド企業

鴻海精密 総合 IT機器，コネクター，ベア
ボーン

インテル，ノキア，Dell，コンパック，アップル

廣達電脳 ノートパソコン Dell，HP，ソニー，NEC，聯想，宏基，アップル，
IBM，富士通，Gateway

仁寶電脳 ノートパソコン Dell，東芝，聯想，宏基，富士通，アップル，HP

華碩電脳 ノートパソコン ソニー，日立，アップル

英業達 ノートパソコン HP，東芝

緯創資通 ノートパソコン
PDA，サーバー

IBM，Dell，日立，富士通，宏基，アップル

注：２００４年１２月，聯想によるＩＢＭのパソコン部門買収が発表された。聯想とＩＢＭは同じ台湾企業へＯＥＭ／ＯＤＭを発注
している。

資料：ＩＤＣ（米大手調査会社）の提供資料に基づき作成。
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ウェハ材料
（８社）
台湾小松
台湾信越
中徳

フォトマスク
（３社）
台湾光罩
新台科技
台積電

化学薬品
（20 社）
台硝
丞光 金線メーカー

（１社）
致茂

製造
（14 社）
台積電
聯電
華邦

南亜科技
茂徳科技

リードフレーム
（９社）
旭龍
佳茂
順徳
中信

ＩＣ設計
（70 社以上）

聯発
威盛
　統
瑞星
凌陽
聯詠
揚智
義隆

パッケージング
（43 社）
日月光
　品
華泰
京元
超豊

テスティング
（31 社）
台湾福雷
聯測
南茂
大衆
　豊

（工程図）

ＩＣ設計 マスク製造 ＩＣ製造 チップテスト
切り離し パッケージング・テスト 製品テスト

ウエハー切断 化学薬品 リートフレーム

facturer）とがある。

台湾半導体産業の世界市場占有率（２００３年

度）は，ファウンドリーで７６％以上（台湾積体

電路５２％ 聯華電子２４％）であり，他の分野で

も，DRAM１７．８％，SRAM６．９％，MaskROM

６６．４％，設計業２７．８％，パッケージ業３２％，テ

スティング業３８．１％である。半導体製造業全体

でも１４．５％を占めており，世界第３位の位置を

占めている。

台湾内での生産額に占めるファウンドリーの

割合は，工業技術研究院の統計では，９０．３億ド

ル（２００３年），全体に占める割合は３８％弱であ

る。だが，設計業５４．４億ドル，パッケージ３３．５

億ドル，テスト１１．８億ドルであり，合計は９９．７

億ドルとなる（総生産量の４２％弱）。その多く

がファウンドリーに関連しているため，台湾半

導体産業に占めるファウンドリー方式の割合は

かなりの比重を占めている。

図１の各工程には，多くの企業が参入してお

り，活発な競争を繰り広げている。特に，最近

ＩＣ設計の上位３社（聯發科技：Media，威盛

電子：Via Technologies，石夕統科技：Silicon

表７ 台湾半導体産業の総生産額に占めるファンドリー生産額 （単位：百万ドル，（ ）は％）

年度 ２０００年 ２００１年 ２００２年 ２００３年

ファンドリー ８，７９１（４１．５） ６，０７０（３８．８） ７，２５６（３７．７） ９，０３４（３７．７）

総生産額 ２１，１７４ １５，６１７ １９，２０２ ２３，９００

資料：工業技術研究院經貿中心の提供資料に基づき作成。

図１ 台湾半導体産業のファウンドリー構造

資料：開文科技『高科技廠商圖表総覧』２００４年，ＩＣ産業関連図を基に筆者が作成。
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Integrated）はMosロジックをファウンドリー

に生産委託し，積極的な販売活動を展開してい

る。

また，半導体産業は微細加工の目標として，

ロードマップが規定されている３）。その目標達

成のために，ファウンドリートップ企業である

台積電（TSMC）は，２００２年に０．１８�の量産化

に成功し，２００４年には９０�に挑戦しており，２００６

年を目標に６５�に挑んでいる。

他方，ファウンドリー，IDM両方の企業に

とり，コスト低減が至上命題である。そのため

に，ウエハーの大型化を目指して，８インチか

ら，１２インチ設備更新に力を入れている。１２イ

ンチであれば，８インチと比較して，約３０％の

コスト低減が図られると言われている。現在１２

インチラインを持っているのは，台積電，聯華

電子を始め，IDMの力晶半導体（Powerchip），

茂徳科技（ProMOS）など５社である。

今後，半導体産業は，日本などが積極的に進

めている，デジタル家電向けのシステム LSI

（電子機器の機能やシステムをワンチップ上に

搭載する半導体），車両向けチップ（デバイス），

さらに次世代通信向け，光源向けの化合物半導

体などの開発も，台湾半導体産業にとり急務に

なってきている４）。

また，世界的な半導体産業の回復から，世界

のファブレス企業の売上げは，２０００年以降，年

平均１０％以上伸びており，２００４年度は２９０億ド

ルに達するとみられている。特に IDM企業の

アウトソーシング率も上がっており，２００４年に

は９％に達するであろう。

半導体メーカーは，厳しい価格競争力と技術

開発力が要求される。各メーカーが保持してい

るコアの技術力に大きく依存すると言われてお

り，コア技術の変化に対応するとともに，技術

開発と設備投資を継続し続けなければならない。

フラット・パネル・ディスプレイ（液晶）産業

フラット・パネル・ディスプレイの一つであ

る液晶（LCD）は，７０年代，日本企業が電卓，

時計のモノクロの表示装置として使っていた。

９０年代に入りカラー（TFT）液晶ディスプレイ

が開発され用途が拡大した。当時，パソコン用

モニターもブラウン管（CRT）が主流であった

が，ノートパソコンの需要拡大により，液晶は

パソコン用モニターとして需要が急増した。

表８ 台湾半導体企業の売上額上位１０社 （単位：億台湾元）

企業名 業種 ２０００ ２００１ ２００２ ２００３

台積電 ファウンドリー １，６６２ １，２５８ １，６０８ ２，０１９

聯華電子 ファウンドリー １，０５０ ６４４ ６７４ ８４８

華邦電子 IDM ４８０ ２３８ ３２０ ２９５

南亜科技 DRAM １４９ １１７ ３００ ２８４

聯発科技 設計 １２８ １５３ ２９５ ３８０

日月光半導体 パッケージ ２５５ ２０５ ２５６ ３１４

威盛電子 設計 ３０８ ３３８ ２５２ ２０３

石夕品精密 パッケージ １８８ １６５ ２２２ ２７３

茂徳科技 DRAM ２０７ ９８ １６０ ２５１

旺宏電子 IDM ３２２ ２１３ １６０ １７３

資料：�交流協会『交流』第．６８０号，２００３年及び�世界経済情報サービス『ARCレポート２００３ 台湾 』２００４年，に基
づき作成。
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台湾の液晶産業は，９０年代初めに，小型パネ

ルの生産から始めた。その後，８０年代末に，日

本企業は，パソコン用液晶薄型パネルの OEM

調達を目的として，台湾企業に技術提携・供与

した。他方，台湾側もパソコン部品として重要

な液晶産業の育成が急務であり，双方の事情に

より急速に液晶産業が立ち上がった。その後，

日本企業のパソコン事業の失墜から，結果的に

台湾企業の自立と発展を促す結果となった。

台湾の液晶産業は，２００３年までに数千億台湾

元規模の投資を行った。その結果，世界シェア

も３０％を超えるまでに成長した。

特に，液晶パネルはパソコン・モニター用の

需要増から，世界の生産枚数は１億枚を超えて

おり，台湾の生産も，２００１年は９００万枚であっ

たが，２００２年には１８２５万枚，２００３年は３３２５万枚

に達した。また，大型液晶テレビは，２００５年に

は１７００万台以上に増加するとの見方もある。台

湾は後発であるが，各社とも液晶パネル増産に

併せて TVの増産にも意欲的である。

台湾の大型液晶パネル製造メーカーは，現在，

友達光電（AUO Optical），奇美電子（Chie Mei），

中華映管（CPT），瀚宇彩晶（Hannstar），広輝

電子（Quanta Display），勝華科技（Wink）の

６社である。２００４年に新たに鴻海が設立した群

創科技（Innolux）が参入した。その結果，供

給過剰現象が起き１５インチ型パネルで，一気に

値崩れが起きている。

また，液晶パネルディスプレイ産業の多くは，

大手 IT企業の子会社として設立されている。

日本企業との提携，協力関係も強く，日本企業

にとって戦略的なパートーナーとなっている。

例えば，トップ企業である友達光電は，２００１年

明基電通の子会社である達碁科技と，聯華電子

の子会社の聯友光電が合併して出来た。技術は

達碁科技が日本 IBM，聯友光電は松下電子で

表９ 世界上位５社の大型 TFT-LCDパネルメーカーのシェア

区 分 ２００３年（第１四半期） ２００４年（第１四半期）

サムスン電子（韓） ２１．６％ ２３．５％

LGフィリップス（韓） ２３．０％ ２０．８％

友達電子（台） １２．２％ １３．２％

奇美電子（台） ９．８％ １０．０％

中華映管（台） ８．３％ ７．９％

資料：『電子時報』２００４年６月

表１０ フラット・パネル・ディスプレイの総売上 （単位：億台湾元）

区分 ２００２年 ２００３年 ２００４年 ２００５年予側 ２００６年予測

総売上げ ２，４８８ ３，６２３ ４，９８６ ６，０９５ ６，５６３

LCD（TFT） ２，１０１ ３，１３９ ４，４５６ ５，４６１ ５，７５４

OLED（有機） ２．５ ２０．５ ４２ ７８．９ １９５

PDP ７．４ ２３．６ ４１ ９９．７ １６５

注：1 OLED（有機 EL：自己発行型ディスプレー），PDP（プラズマ・ディスプレー・パネル）。
資料：光電科技工業協進会（PIDA）の提供資料により作成。
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あったが，日本サイドの再編に絡み，２００３年か

ら富士通が技術協力をすることになった。その

他，中華映管は三菱，広輝はシャープ，瀚宇は

東芝と日立，などである。

台湾の液晶テレビは，約２年前から家電メー

カー（大同，東元電気）と，モニターメーカー

（明基電通，仁寶電脳 光宝科技，緯創資通，

その他）１１社が参入したが，２００３年の出荷台数

は約４０万台程度であり，機種も小型（２０インチ

以下）が中心であった。２００４年に入り，日本の

日立，東芝，三菱，三洋，ソニーなどから大型

サイズ（２７型，３７型）の注文も入って来ており，

液晶産業の発展とともに，日本企業への OEM

供給先として注目されている。

液晶産業は，大きなガラス基板を作り，その

液晶パネルから何枚取れるかの競争であり，コ

スト低減のため大型化が急務である。液晶の世

代別推移をみると，台湾は第３世代（９０年代

末）から参入した。第３世代ー第４世代はノー

トパソコン用が主体，第５世代はノートパソコ

ン用とテレビ用であり，第６世代は，現在稼働

中の最新鋭工場（シャープと LG）でテレビ用

の生産が主体，第７世代は，サムスンが２００５年

に量産開始を目指している。

現在，ガラス基盤のサイズは第５世代で１．１

�×１．２５�，第６世代で１．５�×１．８５�であり，

第７世代では，２．２�×１．８７�のレベルである。

台湾メーカーでは，第５世代が４社（友達光電，

奇美電子，瀚宇彩晶，広輝電子）稼働中である。

２００５年以降，第６世代に４社（友達光電，奇美

電子，中華映管，広輝電子）が参入する予定で

ある。各社のとも生き残りを賭けて次世代への

設備投資競争が激しさを増している。

キーデバイス（中核部品）である液晶の製品

価格に占める材料比率は，約４０～６０％程度と言

われている。主なコンポーネントメーカーとし

て，カラーフィルター８社（大日本印刷，凸版

印刷，住友化学），編光板４社（日東電工），バ

ックライト２０社（スタンレー電子，茶谷産業），

ガラス基盤２社（旭硝子），導電ガラス９社

（三井金属）などがある。特に，ガラス基盤で

はコーニング５０％，旭硝子３０％，日本電気硝子

１０％のシェアであり，カラーフィルターでは，

大日本印刷と凸版印刷で７０％のシェアを持って

いる。ほとんどの部品は日本企業が供給の最大

手であり，これらの部品についても液晶パネル

の戦略との絡みもあり，日本と台湾の企業同士

の組み合わせにが注目されている。

一方，新分野では，PDP（プラズマ・ディス

プレイ・パネル）は，台湾プラスチックと富士

通日立プラズマの合弁企業である，台塑光電が

２００３年から月産１万台ラインを稼働させ，２００５

表１１ TFT-LCD（液晶）産業の売上額 （単位：億台湾元）

会社名 親会社名 ２０００年 ２００１年 ２００２年 ２００３年

友達光電 明基，聯華 注１）２５６ ３７５ ７５５ ９７６

奇美電子 奇美実業 ９４ １６４ ４０７ ６２０

中華映管 大同 ４２１ ３２３ ４０６ ５３９

瀚宇彩晶 華宇，華新 ７０ １５３ ３０３ ３２９

広輝電子 広達電脳 注２）１５８ ２７２

注：１ ２００１年に聯光光電と達基が合併。
注：２ １９９９年に設立。
注：３ 奇美実業はプラスチック素材「ABS樹脂」生産の世界最大手。
資料：�交流協会『交流』NO.６８０号，２００３年及び�世界経済情報サービス『ARCレポート２００３ 台湾 』２００４年，に基
づき作成。
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年に月産７万台ラインを稼働予定。また，中華

映管も三菱との技術提携によりスタートさせた。

以上，能動部品についてみてきたが，能動部

品である半導体，液晶ともに急速に市場が拡大

しており，新たなる技術による製品も次々と生

まれてきている。台湾は，両産業を「両兆双星

計画」（両兆とは半導体と液晶を生産高１兆台

湾元，双星とはデジタルコンテンツ産業とバイ

オ産業の振興）に基づき，これら両産業の振興

に力を入れている。

� 受動部品産業と，その他の電子部品産業

受動部品は，コンデンサー，コイル，コネク

ター，抵抗器，など多岐に渡っている。一般的

に能動部品と比較すると生産規模は小さい。台

湾の受動部品の生産額を表１２でみると，２０００年

以降，大きく下降している。これは，２００１年の

IT不況とノートパソコンの大陸での生産が解

禁され，ノートパソコン生産の急増とともに，

受動部品も長江デルタなど大陸に生産の拠点を

移行したためと思われる。

２００３年度の受動部品は，総生産額約５４６億台

湾元であり，出荷額ベースでは，コンデンサー

関係が３１６億台湾元，トランスは４０億台湾元，

コネクターは１６億台湾元，抵抗器も１５億台湾元

などとなっている。

受動部品メーカーの上場・店頭企業は約３９社

あり，コンデンサー関係が２０社，コネクター，

トランス，抵抗器関係が１９社に分かれている。

全体的には中小企業が圧倒的に多く約１１００社以

上あると推定される。これら多くの中小企業も，

アセンブリー産業が大陸へ生産拠点の移転に伴

い，大陸進出への大きな経営判断を迫られるこ

とになった。

一方，受動部品のなかで総生産額の６０％近い

比重を占めている積層コンデンサーは，世界の

４大メーカー（村田，京セラ，TDK）の１社

である國巨電子（Yageo）がおり，大陸での生

産を拡大させ，現在生産高４８億台湾元を，３年

後には１００億台湾元まで伸ばす計画を発表して

いる。

全般的に受動部品は，１９９０年代末から大陸で

は慢性的に需要増と供給不足が続いている。携

帯電話の普及，パソコン市場の拡大，デジタル

家電の急成長など，大陸における IT産業の急

激な伸びもあり，今後３年間で年平均２０～２５％

の成長が見込まれる。だが，先発である日本企

業との激しい競争もあり，大陸での競争激化は

避けられない。

PCB（プリント印刷回路板）メーカーは，上

場・店頭企業が３２社，非上場の大手１社がある。

生産規模は，２０００年を境に縮小している。受動

部品同様に大陸への生産シフトと考えられる。

また，新たなる分野として，半導体生産の IC

パッケージに参入する企業も出てきている。近

年急速に発展した BGA（Ball Grid Array）方

式ある。これはリードフレームのピン部分をボ

ール状にしてハンダし，このハンダ状のボール

を加熱して基盤に圧着する方法である。この方

式により，ICチップの小型化（携帯電話に使

表１２ 受動部分と印刷回路板，その他部品の生産額 （単位：百万台湾元）

年度 １９９８年 １９９９年 ２０００年 ２００１年 ２００２年 ２００３年

受動部品 ８１，２５２ ７８，４０４ ９２，３５７ ６１，２３２ ５２，１５２ ５４，６８９

印刷回路 １３８，３０５ １４４，８８３ １９２，７１８ １５６，６９９ １６９，９０３ １８４，３１０

その他部品 ２３７，４１３ ２７３，７１４ ２７０，８８９ ２３１，４８２ ２３２，３９３ ２６０，１７１

資料：経済部『台湾地区工業生産統計年報』２００４年
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用）が達成され，新たな需要が喚起された。こ

の分野に PCBメーカーである，華通電脳（Com-

peq），耀文電子（Unicap），楠梓（WUP Printed）

が参入した。

その他，機構部品の筐体は，上場・店頭企業

が約２１社ある。パソコン産業の成長とともに，

筐体にマザーボードや電源装置をアッセンブル

したベアボーンが生産されるようになり，筐体

の需要も伸びた。特に，パソコン産業の大陸へ

の生産移行に伴い，長江デルタ地域を中心に多

くの企業が進出している。また，筐体の材料供

給のために，中小材料加工メーカーなどの進出

もあり，長江デルタ地域のパソコン産業集積の

一翼を担っている。

受動部品を始め，プリント印刷回路板，筐体

などの企業は，大手アセンブリー産業の大陸移

転にともない，大陸に進出するケースが多くみ

うけられる。一方，台湾内に残った企業は事業

の縮小を迫られる結果ともなっている。

� 台湾 IT 産業の特徴

台湾 IT産業は１９８０年代以降急成長した。こ

こでは急成長を支えた IT産業構造の特徴を以

下の三つの点からみることにする。

① 台湾 IT産業の独特な産業形態。

② 企業間の水平的，垂直的分業構造（ネッ

トワークの経済性）。

③ 台湾企業独自のビジネス・スタイル（当

初から世界市場を目指す）。

台湾 IT 産業の独特な産業形態

台湾 IT産業の特徴は，第１に，中小零細企

業が主体で（９８％が中小零細企業），経営は柔

軟性があり，従業員は独立志向が高い。IT産

業は中小零細企業の労働集約的な産業から始ま

ったため，企業間の競争も激しい。また，従業

員は独立し起業することを目標としており，多

くの中小零細企業が生まれた５）。

第２に，家族経営が多く，公的機関に依存し

ない。一般的に台湾人は自分自身と家族以外は

信じない。だが，家族経営について最近訪問

（２００４年８月）した企業で，創業者（３人で創

業）の家族は入れないと申し合わせた大手コネ

クターの今晧電子（Ji-Hai）の例もある。また，

台湾パソコン業界の元祖である宏基なども，経

営と資本を分離する公言している。大手 IT産

業ではこのような傾向が強い。だが，IT産業

売上げトップ企業の鴻海を始め，多くの企業が

まだ家族経営を基本にしている。

一般的に，公的機関に依存しないものの，IT

産業では ITRI（工業技術研究院），ERSO（電

子工業研究所）などが開発・技術に関して民間

企業の発展に大きく貢献したことも無視できな

い。ただ，台湾企業は日本企業と違い政府の保

護をあてにしないで，独立独歩の道を歩む傾向

が強い。また，産業政策も保護を基本としない。

資本調達は投資金額も巨大になっており，直接

（株，債券），間接（銀行借入れ）の調達を余

儀なくされていることも興味深い。

第３に，長期的取引関係を望まず，取引先を

臨機応変に変えることが多い。原因として，①

台湾では，日本，韓国などにみられる企業系列

グループ（韓国は財閥）が少ない（例外として，

台湾プラスチックは，川上から川下までの企業

系列グループ）。多くのアセンブリー産業は系

列の部品下請企業を持たず，常に臨機応変に取

引先を変えることで対応している。

②日本企業に多い関係特殊的投資による，長

期取引関係が少ない６）。特に，IT産業において

は，モジュール型が多いため，多くの部品が各

要素にまとめることができ，パソコンの場合約

４０％の部品がコモディティ（汎用量産品）製品

であるため，どこからでも入手しやすいことが

あげられる。
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だが，大陸進出では，アセンブリー産業の多

くが主力部品メーカーを随伴させていることも

少なくない。これは進出先の産業集積の問題も

あるが，関係特殊的投資をさせることによる，

長期取引関係の構築傾向とみることもできる。

企業間の水平的，垂直的分業構造（ネットワー

クの経済性）

台湾 IT産業は，変化の激しい受注変動に合

わせて，各企業が規模の大きさに関係なく，受

注変動や規模の大小に合わせて外注を選別して

いる。さらに，ネットワークを上手に利用した

総合的な受注体制を構築して，投資コストの低

減とリスクヘッジによる経営の効率化を達成し

て急成長してきた。

これらの発展は，企業間の水平的，垂直的な

分業構造が基になっている。生産の工程間分業

である加工機能を相互に融通し合い，数量，納

期，品質など，共通の認識を持つことにより，

受注の大小に対応している。また，相互に外注

先や下請けの中小零細企業を拘束せず，依存体

質を避けることで相互に融通しあう仕組みにな

っている。

垂直分業は，台湾企業に多くみられる機能別

分業である。台湾ではファブレス企業多く，製

品を市場に出す場合，例えば，設計・開発，部

品調達，製造，流通，などに特化した企業が，

相互に市場情報と開発，製造，販売などのリス

クを負うことにより，相互補完的な分業態勢を

構築して発展している７）。

また，台湾の IT企業は，「ネットワークの経

済性」を最も重視している。すなわち，複数の

経済主体が相互に，各々の組織の外部資源を共

有することで生まれる経済性であり，外部資源

と複数組織の有効利用による相乗効果が生まれ

る。当初，台湾 IT産業は過小資本の中小企業

が多かったため，これらを上手に利用し成長し

ていった。

台湾企業独自のビジネス・スタイル（当初から

世界市場を目指す）

台湾の人口は約２２７５万人（２００４年）である。

このため，域内市場を相手にビジネスを展開し

ても限界がある。多くの IT産業は，設立当初

より世界マーケットを目標に企業活動を展開し

ている。台湾の企業経営者を表現する言葉とし

て，「雑草」（踏まれても劣悪な環境でも成長す

る）「変形虫」（環境に素早く対応し，行動を変

化させる）などと言われている。これらは企業

経営者の逞しさを表現する言葉であり，起業家

としてのバイタリティの表れでもある。

また，多くの IT産業の起業家は，「白手起

家」（裸一貫から身を起こす）であった。当然，

資金，設備，情報などが不足しているが，水平

分業，垂直分業によりリスク分散が可能であっ

た。

最も端的な例として，IT産業では，自社で

基礎技術と製品開発技術を行わず，新製品，新

技術などの特許（ノウハウ）が生まれた場合，

その特許（ノウハウ）を日本，欧米などの企業

から，第１に，特許料を払い購入する，第２に，

技術提携して，バックマージンかロイヤリティ

を支払う，第３に，特許を模倣する（その後，

裁判で争う）などの方法により，いち早く市場

に大量出荷する。

そのための量産製造技術に長けている企業が

多い。

特に，アセンブリー産業は，自社ブランドを

持たず，OEM／ODM受注による「ネットワー

クの経済性」を最大限利用し，大量生産で「規

模の経済」性を享受した。一方，極限までコス

トを低減して競争相手を駆逐してきたのであっ

た。
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２．台湾 IT 産業の発展要因

台湾の IT産業は，１９６０年代後半から７０年代

にかけて，労働集約的な産業としてスタートし

た。その後，科学工業園区と専門研究施設の設

置，および技術支援と人材育成などにより，８０

年以降，急激に生産を拡大し，９０年代には，世

界第４位の IT生産高を誇るまでになった。こ

のような変化を遂げて来た，台湾 IT産業の発

展要因を，ここでは三つに分けてみてみること

にする。

� 外資導入による輸出指向工業化：輸出促

進のため外資を利用する輸出指向工業化政策を

推進した。その一環として，６５年に輸出加工区

（EPZ：Export Processing Zone）を設置し，積

極的な外資導入政策を進めた。

� 国際的な生産ネットワーク化：７０年代に

は，テレビ受像機の世界的な生産基地になり，

家電・電子部品産業は国際的な生産ネットワー

クに組み込まれていった。一方，政府は IT産

業に対して，技術的な支援と優遇策を実施し，

IT産業の育成に努めた

� 独特なビジネス・スタイルの確立：８０年

代以降，台湾の IT産業は独特なビジネス・ス

タイを確立した。アセンブリー産業における

OEM／ODM生産方式と，半導体製造における

ファウンドリー方式であった。

� 外資導入による輸出指向工業化政策

６０年代，台湾経済はアメリカからの援助が廃

止され，経済的な自立が急務となった。そのた

め輸出指向工業化政策がとられた。また，台湾

が積極的な外資導入策をとらざるを得なかった

理由とし，以下の三つの点があげられる。

第１に，６０年代に入り急激な産業構造の変化

が起こった。第１次産業である農業の近代化と

人口の増大により，農村部に余剰労働力が生ま

れた。多くの労働者は読み書きができ，民間企

業の労働力として十分な資質を有していた。

第２に，戦前の地主階級の多くは戦後の農地

改革により土地を奪われた。彼らは中小商工業

者になり，新たな産業に参入した。

第３に，６０年代当時，基幹産業である鉄鋼を

始め，石油，電力，造船，肥料など川上部門の

官営企業は台湾当局の保護の下で守られており，

民間資本は参入することができなかった。そう

した中で，経済の自立化のためには，台湾内で

圧倒的な多数を占めている中小零細な民間企業

家を，育成することが急務とされていた８）。

これらの問題に対して，外資導入による輸出

拡大と地場産業の活性化を目指して，６５年，台

湾南部の高雄港隣地に総面積６９ヘクタールの輸

出加工区（EPZ）を設置した。その後，楠梓 EPZ

（７０年），台中 EPZ（７１年）と続けて設置した。

外資企業の受け入れを主な目的とした特別な工

業団地であった。

台湾は輸出加工区に外資を誘致するために，

多くの優遇措置を設けた。第１に，輸出加工区

内企業の製品は全て輸出を義務化する一方，輸

入した原料，資本財，半製品は関税と貨物税が

免除された。第２に，輸出入業務を簡素化し，

進出企業の輸出入業務の効率化を図った。第３

に，加工区内の投資環境を整備し，進出企業の

初期投資の軽減化に寄与した。また，加工区内

の新築の標準工場や加工区内管理事務所から取

得した建物は契約税が免除された。

これらの優遇措置により，台湾の豊富で資質

に富んだ労働力を活用する目的で，欧米，香港

系（華僑）などの外資企業が進出してきた。な

お，日本の有力企業は輸出加工区設置以前から，

進出していた９）。当時，台湾の電機・電子部品

産業では，主にトランジスタ・ラジオと白黒テ

レビが主な生産品であった。
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誘致した外資企業は，輸出の増大をもたらし

たことに加え，台湾の家電・電子部品産業の育

成にとって大きな役割を果たした。外資企業が

台湾経済・産業に貢献した要因として三つの点

があげられる。

第１に，外資企業からの技術移転により，ノ

ウハウが蓄積された。当時は，現在と違いアナ

ログ技術が主体であり，「暗黙知」を媒体とし

た労働者の移動により技術が地場産業にもたら

された。第２に，進出企業による部品調達の現

地化が，雇用の増加に結びついた。さらに，進

出企業は現地企業に対し部品調達を積極化する

など現地化に貢献した１０）。その結果，多くの

企業が誕生し，電子部品産業の集積化も進み，

また，就業者数も６８年の約２万人から，７１年に

は約８万人を超えるまでに増加した１１）。

第３に，民間の労働集約的軽工業主体の産業

から，発展著しい電気・電子部品産業への転換

に寄与した。６０年代は民間中小製造業の多くは

繊維，日用雑貨などの労働集約的な軽工業が主

体であった。だが，外資企業の部品調達の現地

化により，当時はまだ労働集約的な傾向が強か

った家電・電子部品産業への参入を促進させる

など，産業構造の転換に役立った。

台湾の外資導入策は，当時の政治的な背景も

あるが，主目的は，一日も早い経済的な自立で

あった。

� 国際的な生産ネットワーク化

７０年代，台湾の電機・電子部品産業は多様化

し，テレビ受像機の生産開始以降，本格的な国

際的生産ネットワークに組み込まれていった。

すなわち，カラーテレビ，テープレコーダー，

電卓などの本格的な生産が始まり，産業として

本格的な集積過程に入っていった。

この間，米国企業で台湾進出の先鞭を切った

のは，６４年に設立された電子部品製造業である

米国の GI社（General Instrument）が最初であ

る。GIの進出が，その後，米国テレビメーカ

ーの台湾進出を促すことになる１２）。

７０年代当初の進出企業の多くは，トランジス

ターやカラーテレビ等の家電産業であり，特に，

カラーテレビに関しては，外資である欧米企業

と日本企業の生産も順調に伸びた。販売先は米

国を始め殆ど輸出であり，国際収支の改善に貢

献した。７０年代は，本格的に輸出指向工業化が

進み家電・電子部品産業が形成された時期であ

った。

当時，台湾を取り巻く情勢は厳しく経済的な

自立への途がより強く求められ，台湾は生き残

りをかけて潜在的成長力と比較的付加価値が高

く，ライフサイクルが長いとされていた IT産

業の育成に乗り出した。７３年７月に台湾は，中

正国際空港の南方約５０�に位置する新竹市に工

業技術研究院（ITRI：Industrial Technology Re-

search Institute）を設立した。ITRIは経済部直

轄であり，電子産業を始め多くの近代的な技術

の習得および育成を目的として，企業家の育成

と，起業の促進に寄与した１３）。

７４年には，ITRIは電子工業研究所（ERSO：

Electronics Research and Service Organization）

を設立し，アメリカの RCA社から IC（集積回

路）の技術導入を開始した。導入された ICの

各種技術は台湾の半導体産業の先駆けとなった，

聯華電子（UMS）に引き継がれ，企業化に成

功していく。

８０年に入り，台湾は先端技術の導入を目的と

した科学工業園区の創設を計画し，アジアのシ

リコンバレーを目指して，新竹市に科学工業園

区（Hsinchu Science-based Industrial Park）を

設立した。新竹科学工業園区は中正国際空港に

近く，近隣に工業系の清華大学と交通大学，お

よび ERSOなどの研究機関を配していた。当

局は１０年間に２００億台湾元をかけて土地の開発，
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整備，建設を推進した。また，多くの優遇税制

を設けて企業誘致を行った１４）。

８０年の開設時，２０社に満たない入居企業数で

あったが，その後，順調に増加し，現在，約３５０

社にまで拡大した。一方，従業員数も開設時の

数千人規模が，現在約１０万人弱までになってい

る。園区内企業の売上総額は約２０５億ドル（２００２

年末）である。

園区は，IT産業の集積による集積利益を目

的とし，電子機器の生産と先端技術の開発を集

中させたハイテク産業の工業園区である。園区

内企業は，IC（半導体）関係４０％，通信１８％，

光電子１７％，コンピューター周辺機器１５％，そ

の他，バイオ，精密機械などであり，上場およ

び店頭登録企業は７０社を超えている。特に，新

竹科学工業園区はアメリカのシリコンバレーと

の人的，物的なネットワークが形成されており，

シリコンバレーが基礎研究・開発および製品の

規格を決め，台湾が設計・生産する関係になっ

ている。

また，海外（主に米国）で学位を取り，IT

産業に従事しているハイテク人材と米国内の留

学生を園区に呼び戻すために，シリコンバレー

に事務所を設置し，積極的な誘致活動を展開，

その結果，多くの優秀な人材が園区に集まった。

さらに台湾当局は，台湾 IT産業の自立化

（技術，起業）を進めるため，公的機関である，

ITRI，ERSO等から，研究者を積極的にスピン

オフさせる起業家育成策を実施した。その結果，

多くの優秀な人材が起業していったのである。

今日，同時期に起業し成功した多くの人材が

コアとなって，IT産業を牽引しており，これ

ら多くの優秀な人材が IT産業発展に寄与した

ことも興味深い。

� 独特なビジネス・スタイルの確立

８０年代以降，台湾の IT産業は，独特なビジ

ネス・スタイルを確立した。パソコンと周辺機

器などの，アセンブリー産業における OEM／

ODM生産と，半導体産業のファウンドリー

（受託加工生産）方式である。

台湾アセンブリー産業のOEM／ODM生産方

式。

８０年代に入り，大型コンピュータで圧倒的な

シェアの IBMが１６ビット・パソコンを開発，

パソコン市場に参入してきた。開発のスピード

アップと外的圧力（技術仕様の公開要求）およ

び，自社製品のコスト競争における優位性に自

信があったため，オープン・アーキテクチャー

を採用した。この方式は IBMの互換機メーカ

ーの参入を容易にする一方，IBMと互換機メ

ーカー双方のネットワーク利用の拡大という効

果も現れ，市場の拡大に寄与した。

また，インターネットやマルチメディアが急

速に普及したことにより，消費者への利便性が

格段に向上した。その結果，パソコン市場は急

激に拡大し，多くの互換機メーカーはその恩恵

を受けた。他方，パソコン市場で IBMの独占

という最悪のケースが避けられ，競争的な産業

組織が形成されたことは興味深い。

８０年代後半，台湾の IT産業も宏碁電脳

（Acer），神達電脳（MITAC）などが積極的に

デスクトップ・パソコンで自社ブランドを掲げ

て，低価格を武器にアメリカ市場に売り込みを

かけていたのだが，８０年代末，販売が急速に停

滞した。原因は米国大手パソコンメーカーの積

極的な設備投資による供給力の拡大と，低価格

戦略（Compaq）による台湾製パソコンとの価

格差の縮小，ユーザーの台湾製品離れであった。

その結果，多くのデスクトップ・パソコン生

産メーカ（旭青企業，詮脳電子，佳佳科技）が

市場から撤退せざるをえず，台湾のパソコンメ

ーカーも方向転換を余儀なくされた。当時のト
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ップ企業であった宏碁電脳などは，人員整理と

自社ブランド比率の見直し，OEM／ODMへの

受注拡大に方向転換した。この時期以降，台湾

のパソコン組立てなどのアセンブリー産業の

OEM／ODM生産態勢が加速されていった。

一方，９０年代半ばから，ノートパソコン市場

が急速に拡大し，一部にパソコンの品薄感が発

生した。そのため，ブランドメーカーである Ap-

ple，Compaq，Dell，HP等が，台湾メーカーへ

の OEM／ODM発注を拡大した。その後，パ

ソコンの低価格戦争を仕掛けたコンパックは，

新たな生産システム（Built to order）を構築し，

世界的な SCM（Supply Chain Management）態

勢の整備により業績を伸ばした。それは OEM

と SCM態勢をバックアップした台湾企業の存

在なしでは出来ないことであった。

９０年代後半，台湾アセンブリー企業の多くは

大陸へ主力生産工場を移転していった。大陸進

出の目的は厳しい OEM／ODM受注競争に生

き残りを賭け，生産コスト削減であったことは

いうまでもない。２００１年末には，ノートパソコ

ンの大陸進出が解禁されたため，その時期を睨

んで前から準備し各メーカーは，怒濤のごとく

長江デルタ地域に進出していった。

今日，パソコンはその心臓部である基本ソフ

ト（OS）をマイクロソフト，MPU（超小型演

算処理装置）をインテルが握っており，最も付

加価値が高い分野の独占状態が続いている。こ

の状況下，米国，日本などのパソコン・ブラン

ドメーカーは自ら生産することを諦め，長年に

渡る技術，生産，管理能力などの実績を評価し

て，台湾のパソコン産業に OEM／ODM生産

を委託しているのである。

これら，ブランドメーカーと台湾パソコン・

アセンブリー産業は戦略的なパートナーとして，

なくてはならない存在になっている。

台湾半導体産業のファウンドリー（受託加工生

産）方式

８０年代に入ってから，パソコンの普及と情報

・通信機能の拡大により半導体需要も急増した。

９０年代以降，DRAMの生産過剰と価格低下に

よる低迷などを経て，一旦回復した。だが，２００１

年に再び落ち込んだ。２００２年以降は，携帯電話

生産の急増，デジタル家電の需要拡大など半導

体需要が急速に伸びており，半導体マーケット

も拡大している。

このように半導体を取り巻く環境が急激に変

化している。この点，９０年代以降，半導体設備

投資の高額化，償却期間の短縮化，などにより

事業資金が高額化し，設備投資機会を遅らせた

IDM（垂直統合型）企業の多くは大きくシェア

を失っていったことが指摘される。また，半導

体装置産業のモジュール化が進展して，製造プ

ロセスが画一化され，DRAMなどのメモリー

半導体チップが単なるコモディティ（汎用量産

品）になっていった。さらに，各メーカーは，

設備の高額化，商品ライフサイクルの短期間化

のために，全てを一社で生産することが困難に

なっていった。

以上のような変化に直面し，台湾の半導体産

業は，第１に，８０年代に，技術力と資本力不足

から，微細加工技術と設計が結びつくメモリー

でなく，設計と生産が分離可能な特定用途向 IC

（ASIC：Application Specific Integrated Cir-

cuit）と，ファウンドリーによるウエハー製造

に特化していく。さらに，特定用途向 ICの需

要拡大は，設計に特化していたシリコンバレー

のファブレス企業とのネットワーク化により，

ファウンドリー企業に発注が集中する結果とな

った。

第２に，９０年代，半導体の用途と機能が大き

く変化する一方，新たなるビジネスモデルも生

まれた。特に，新たな半導体のビジネスとして，
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自社で生産設備を持たないが，自社ブランドで

販売するファブレス企業，自社で開発した半導

体を，半導体メーカーにライセンスするプロバ

イダー企業，半導体の製造のみを請け負うファ

ウンドリー企業，などが出現したことが注目さ

れる。これらの企業の多くは，特定用途向 IC

を主力にビジネスを展開した。

このような状況下で，台湾半導体企業は前後

の工程が不要であり，新規設備投資金額も限定

される「製造」に特化することにより，効率化

も実現できるファウンドリー方式（重要なのは

生産性，歩留り，納期であった）を選択してい

った。図２は，ファウンドリー方式の半導体産

業の組織図であるが，各部門（回路設計，検証

機能，製造装置）に特化したアメリカ，日本な

どの IT関連企業と，ファウンドリー企業は生

産を行うために必要なネットワークを作り，相

互に信頼関係を構築していった。

その後，ファウンドリー方式の工程が確立さ

れたことにより，台湾内で前工程と後工程に参

入する企業が増加し，半導体生産の川上から川

下までの分業態勢が整備されていった。この結

果，各工程間による水平的な競争も激化し，競

争の激化が更なる企業の成長に結びついた。台

湾半導体産業はファウンドリー方式の利点を生

かして，世界中の半導体ファブレス企業，設計

企業，IDM（垂直統合型企業）などから受注す

るグローバル企業に成長していったのである。

３．IT 産業の大陸進出と現状

台湾経済は，輸出加工貿易で発展した。だ

が，１９８５年に台湾元のレート切り上げから，労

働集約型産業の比較優位が喪失し始めた。また，

地価の高騰と労働力の確保が困難になり，国際

競争力を維持するため ASEAN諸国に進出する

図２ ファウンドリー方式の半導体産業組織図

資料：福田秀敬「半導体企業の競争力と技術革新」（日本経済政策学会『第６０回全国大会報告要旨集』２００３年），図１を参考に
筆者が作成。
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企業が増加した。

一方，９０年に「大陸間接投資管理弁法」の制

定により，大陸への間接的な投資が許可された

ため，香港経由で福建省，広東省に進出する企

業が増加した。当初，大陸進出への過熱を心配

して，「戒急用忍」（急がず，焦らず）政策を採

った１５）。結果的には，効果が無く，９０年代以

降，大陸進出が急増した。

� 大陸進出の経緯

９１年の大陸投資認可後，経済部投資審議委員

会の統計では，総投資額は約３４３億ドルであり，

IT産業（電子・電気）の投資額は約１０９億ドル

で，総投資額の３２％を占めている。だが，台湾

中央銀行の外貨統計では約６００億ドルとみられ

ている。これは第三国経由（ケイマン諸島，バ

ージン諸島）で投資された金額が，補足できな

いためである。

当初，IT産業の大陸投資は珠江デルタ地域

への「来料加工」（材料持ち込みの加工のみ）

が主体であり，香港経由で輸出していた。当時

認可された電子機器は，電話，キーボード，電

卓，変圧器，などが主な製品であった。

その後，筐体にマザーボードと電源装置をセ

ットしたベアボーンという半製品のデスクトッ

プ PCを生産し，パソコン周辺機器へと拡大し

た。進出地域も広東省全域に広がっていった。

また，新たに９０年の中頃から，長江デタ地域の

進出も始まった。

他方，２００１年の政策転換（積極開放，有効管

理）により，ノートパソコンと半導体（８イン

チ以下の旧設備），光デスク，携帯電話端末な

ど６１品目が解禁された。また，大陸側の進出条

件の緩和（独資）により，２０００年以降，治安と

投資環境が整備されている長江デルタ地域の進

出が顕著になった。

� 台湾 IT 産業の現状

台湾経済は，１９８５年のＧ５以降の台湾元の高

騰と，「貿易黒字」の増大，米国との貿易摩擦

など不安定な状況になる。一方，「元高」は

徐々に輸出競争力にも影響し始めた。IT産業

の中で，労働集約的な業種（アセンブリー産

業）は競争力を確保するため，第１に，構造転

換（高付加価値製品，知識集約型）するか，第

２に，低賃金で安定した労働力を確保するため，

図３ 台湾の大陸投資額と IT産業（電子・電気）投資額

資料：経済部投資審議会の提供資料に基づき作成。
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海外に進出するかの判断を迫られた。その結果，

多くの企業は海外に活路を求めた。

８０年代は，主に ASEAN諸国に進出したが，９０

年代に入り，大陸と経済的な利害の一致をみた。

すなわち，大陸側の求める資本，技術の導入と，

台湾の求める低賃金で優秀な労働力の確保と，

大陸の大きな未開拓市場に参入できることで，

双方の意見が合致した。この結果，「両岸経済

圏」と言える経済関係が強化され，相互の依存

関係を深めた。

２０００年に入り，大陸への IT産業投資が急増

した。その背景として，第１に，アセンブリー

産業（特に，パソコン）は生産規模拡大のため，

設備投資を検討したが，台湾内では投資環境の

悪化（地価高騰，インフラの未整備＝水不足と

電気供給不安，人材の確保）などの問題から敬

遠された。第２に，最大の課題は，苛烈な価格

競争力に生き残るため，コスト削減の圧力が大

きいアセンブリー産業は，安い人件費を求め大

陸に進出した。

第３に，９９年，台中地震が起きたため，立地

上リスク分散する必要性が生じた。一方，今ま

で IT産業に与えられていた優遇措置（ストッ

ク・オプション優遇税制，法人税減税などの措

置）が段階的に廃止された。第４に，大陸の投

資環境（独資，税の優遇措置，SCMの確立）

が格段に改善され，産業集積も急速に進んだ。

その結果，多くの IT産業は「企業内地域間

分業」または「企業内国際分業」１６）を採ること

になった。すなわち，台湾内には，本社機能と

Ｒ＆Ｄ，一部試作工場を残し，母工場または量

産工場は大陸に移転した。両岸地域に明確に分

業してしまったが，台湾自身の置かれている立

場は現在でも微妙である。

この状況下，台湾は２００２年重点開発計画「挑

戦２００８」（２００２～２００７年）を発表した。主な内

容は，１０項目のプロジェクトを立ち上げ，官民

合計で２兆６５００億台湾元を投じ新規産業の育成

と，「国際的研究開発基地化」を推進すること

であった。２００４年現在，IT関係の多国籍企業

２２社が台湾にＲ＆Ｄを設立している１７）。

また，台湾企業も本格的に研究開発に力を入

れ始めており，２００３年，台積電が１２３億台湾元

を投資したのを筆頭に，アセンブリー産業など

も３０億台湾元を超える投資を行うメーカーが数

社でてきた１８）。今後，台湾企業も自前技術に

よる差別化のために，研究開発投資の増加を余

儀なくされるであろう。

一方，製造業の４０％以上を占める IT産業の

急速な大陸移転は，産業の空洞化問題を発生さ

せた。現在，失業率は５％弱である。失業問題

について，「新竹サイエンスパーク」では，外

国人の単純労働者を従業員の３０％まで雇用でき

る制度がある。２００４年６月にヒアリングした企

業では，フィリピン，インドネシア，タイ，ベ

トナムなどの外国人単純労働者を採用していた。

台湾の最低賃金は現在，１万５８４０元（日本円で

約５万５０００円）であり，台湾人ワーカーの平均

賃金の二分の一以下である。

台湾の失業問題は，先進工業国が抱えている

現象「ジョブレス・リカバリー」（雇用なき景

気上昇，回復）であり，特に，台湾内に残って

いる IT産業は装置産業が多く，経営の効率化

を重視すれば，人員の増加に結びつかず，逆に

削減となるケースも多い。

� 大陸進出の動向

現在，大陸に進出した台湾企業数は，約６万

社以上と言われている。多くは IT産業であり，

珠江デルタから上海を中心とした長江デルタへ

と広く展開している。

進出事例として，１９９２年に広東省東莞に独資

で進出した，電源装置のトップメーカー台達電

子（Delta）は，多くの部品供給企業を連れて
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の進出であった。当初２０社程度であったが，そ

の後増加して合計３１６社までになり，「企業城下

町」を形成するまでになった。これら大手部品

企業を中心とした企業ネットワークが，特定地

域に集積していく過程で，より広範な密度の高

い集積をしていった１９）。

当初，大陸進出はこのケースにみられるよう

な，大手アセンブリー企業が中小の部品供給企

業を伴う形の進出が多かった。これは現地に産

業が集積していないためであった。一方，台湾

の労働集約的な中小企業は，華南地域への進出

に当たり，リスク軽減と資本が少なくてすむ

「来料加工」（加工委託）から入るケースが多

かった。

このように，台湾本社と大陸との間では，設

備投資，技術，販売，部品調達，資本などは本

社に依存する一方，大陸では，それらを利用し

て生産（量産）するという構図ができている。

すなわち，台湾の本社機能と大陸をネットワー

クで結んで，主に台湾製の部品を使い，設備と

技術は提供されたものを使用して，労働集約的

な製品を生産（量産）して，本社が受注し指示

した国に，香港又は大陸から輸出するという構

図である。

この仕組みにより経営効率と生産性の両方を

高め，比較優位を保って成果をあげてきた。

アセンブリー産業

アセンブリー産業は，製品価格に占める人件

費の比率が高い，労働集約的要素が大きい産業

である。そのため大陸進出の目的は，安い人件

費と労働者の確保に問題がなく労働意欲が高く，

安全でインフラと法律が整備されている地域へ

進出することになる。

特に，ノートパソコン，デスクトップ・パソ

コン，マザーボードなどのパソコン・アセンブ

リー企業と，周辺機器の殆どの企業が大陸に生

産拠点を設けている。大陸生産比率も表３でわ

かるように，５０％以上を占めている製品も多い。

進出地域をパソコン産業でみると，１９９０年代初

めから今日まで，珠江デルタの東莞市（光宝，

精英，微星，技嘉），深�市（鴻海，環隆），広

州市（大衆），順徳市（神達）から，長江デル

タに移って，上海市（広達，英業達，大覇），

昆山市（鴻海，仁寶，倫飛，神達，緯創，藍天，

研華，研楊），蘇州市（明基，華碩，大衆，士

合，金像），呉江市（華宇，明基，大同）など

へ集積している。現在，殆どの大手アセンブリ

ー企業が生産拠点を大陸に持っており，新規の

進出は主に中小企業が多い。今後，大手は新規

進出より，生産拠点拡充のための設備投資に資

金を向けるであろう。

一方，台湾では「研究開発機能」を残す方針

から，鴻海精密工業（Hon-Hai）が計画してい

たＲ＆Ｄの大陸設置を諦めさせ，創業の地であ

る土城市にＲ＆Ｄの拠点を設置することが決ま

った。隣には，携帯の大覇電子（Ｄ＆Ｂ）もＲ

＆Ｄを設置する。

能動部品産業（半導体，液晶）

半導体・液晶などの能動部品産業は，資本集

約的・技術集約的な装置産業であり，資本投資

額と技術優位性により優劣が決まる要素が大き

い産業である。そのため両産業とも，大陸進出

の目的は人件費の安さではなく，優秀なエンジ

ニアの確保と，市場に魅力を感じてのものであ

る。すなわち，将来性が期待できる大陸市場と，

キーパーツ（中核部品）である半導体と液晶の

需要が旺盛で，生産地と消費地が近接している

大陸に魅力を感じている。

台湾も半導体と液晶に関しては，大陸進出を

規制している。半導体の前工程は８インチ以下，

設備も旧型設備に限定し，認可が必要である。

だが，認可と旧設備の条件を守らない企業（中
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芯国際，宏力半導体）もあった。IC設計と前

工程は基本的に禁止されている。現在，台湾系

は４社，上海の浦東張江に中芯国際（SMIC），

宏 力 半 導 体（GSMC），松 江 区 に 台 積 電

（TSMC），そして，蘇州工業園区の和艦科技

（He-Jian）である。

液晶は，前工程の大陸投資が禁止されている

ため，後工程のみである。また，液晶は技術と

資本が一体となった産業であるため，大陸では

まだ前工程のサプライ・チェーン・システム

（キーデバイスなどの供給）が完備されていな

いため，台湾で前工程を行っている。進出先は

長江デルタである，蘇州工業園区に友達光電，

呉江に中華映管が立地している。また，上海松

江に広輝電子，南京に瀚宇彩晶，深�に群創科

技などが，後工程の工場を建設中である。

今後，中国は半導体工場の誘致に力を入れて

おり，１２インチウエハー工場とクリーンルーム

０．２５�の設備に向けて誘致活動を活発化させて

いる。

半導体の新たな動きとして，大陸投資が禁止

されている IC設計で，華邦電子の元 CEOの楊

氏が創った福華進微電子（FameG）に三菱商事

が出資した。同社は台湾と上海，米国に設計事

務所を持ち，半導体の IP（知的財産）の保護

と，日本（IP供給，設計），台湾（設計，製

造），中国（設計，製造，顧客）の三極を結び，

設計データは台湾で管理する。業務は半導体設

計と受託製造（台積電，中芯国際）であり，使

い古された設計資産などを，中国市場へ売り込

むことである。IC設計とファウンドリーで中

国市場をターゲットとした，新たな半導体ビジ

ネスとして注目されている。

液晶に関して，前工程は当面台湾で生産する

ことになる。現在，新規設備投資（第６世代）

を行っている最中である。今後，成長が期待で

きる，PDP，OLED（有機 EL），SEDなどの新

製品も，当初は台湾で生産することになろう。

受動部品産業とその他部品

アセンブリー産業への部品供給のため，受動

部品を始め多くの電子部品メーカーが大陸に進

出した。これら部品企業は中小企業が大半であ

り，進出理由もアッセンブリーからの要請，大

陸市場への期待感など様々である。取引先企業

も台湾系が圧倒的に多い。大陸進出 IT産業の

うち，これら部品企業がかなりの部分を占めて

いる。

主な部品関係の進出企業を，蘇州高新区でみ

てみる。企業数は約１０２社で，コンデンサーは

國巨を含め８社，PCBは金像電子（Gold Cir-

cuit）を含め６社，電子デバイスは８社，金型

・成形９社，その他，端末，電池，光電子，パ

ネルなどの部品企業が，密度の高い集積を形成

している。

最近の例で，日本と台湾の部品加工業が合弁

形態での進出がある。台中で携帯電話端末部品

などを加工している興進事業（Koushin）は，

常熟市に進出（２００４年末）することを決めた。

進出に当たり，日本側の同業者である押谷フエ

ルト化成と合弁企業を設立した（台湾側７５％，

日本側２５％）。駐在は台湾人であるが，日本人

も定期的に日系企業を回り，事業の拡大に協力

する。

両社の合弁による進出のメリットは，第１に，

日台双方の企業との取引が可能，第２に，現地

企業の経営は台湾側に任せるため，日本側は経

営管理のリスクが無い，第３に，日本企業は過

去中国企業との合弁の失敗から，新たな拠点が

でき継続的な事業展開が望める，などである。

今後，日台の中小企業同士が提携して，大陸進

出するというケースも増加すると考えられる。

日本と台湾の合弁による進出例として，呉江

市にある大手コンデンサーの立隆電子（Lelon，
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台）とエルナー（日）は，立隆電子の独資工場

隣地に，エルナーの特許技術を量産化すための

合弁企業を設立した。また，昆山市の昆山宏中

塑料科技は日本の中央化成品が８０％，台湾宏金

が２０％出資して電磁波シールのメッキ工場を設

立し，２００３年４月からスタートさせている。

台湾企業の大陸進出は，一部禁止産業を除い

て，各業種とも一段落した感がある。進出すべ

き企業は既に出ており，新たな進出は形を変え

た形態，例えば多国間企業が２社以上提携する

など，多様な組み合わせによる進出になると思

われる。

以上，IT産業の構造と特徴，発展の要因と

大陸進出などをみてきた。だが，台湾の IT産

業も，その牽引役であったパソコン事業が成熟

期を迎えており，IT産業は次の新たなる製品

を待望している。

２００４年６月に開かれた，COMPUTEX TAIPEI

２００４（TCA主催）に，OEM／ODMに特化し

ているノートパソコン最大手の広達電脳が出展

していなかった。他方，鴻海精密工業は自社ブ

ランド「Foxconn］，明基電通も「BenQ」ブラ

ンドを誇示していた。これらの企業は，OEM

／ODMのビジネスとは別に，自社ブランドの

売込みに力を入れている。

２００５年６月の COMPUTEX TAIPEI２００５では，

新たに自社ブランド復活を目指すデスクトップ

・パソコン大手の大衆電脳が，大衆投控

（FICG）に名前を変え自社ブランドで出展し

ていた。他方，今回も OEM／ODM最大手の

広達電脳は出展していない。今回，特に目立っ

た出展企業として，台湾一の売上を誇る総合メ

ーカー鴻海精密工業は，自社ブランド製品を全

面に出し，展示面積も広く採ってデモンストレ

ーションを展開していた。その他，多くの IT

産業（英業達：Inventec，華宇電脳：Arima，華

碩電脳：Asustek，宏碁電脳：Acer）が自社ブ

ランド製品を出展していた。

今後とも，台湾 IT産業は，明確なブランド

指向企業群と，OEM／ODM，EMSに特化する

企業群とに，二極化されていくであろう。

２０００年以降，台湾 IT産業を取り巻く環境は，

第１に，中国 IT産業の成長が目覚ましく，多

くの台湾人に聞いたところ「今後，３～５年で

台湾に追いつく勢いである」と，述べている。

第２に，中国 IT産業の成長要因は，モジュー

ル製品に多く見られる現象であり，その成長を

台湾企業がサポートしている点が興味深い。第

３に，今後，台湾 IT産業成長戦略の鍵は，自

社技術に大きく依存していかねばならないであ

ろう。

また，多くの IT企業は，ポスト・パソコン

に向けて走り出しており，特に，デジタル・ホ

ーム（家電），デジタル・パーソン（人を対象

とする，携帯電話など）などの開発に力を入れ

ている。２００５年６月，明碁電通（BenQ）がド

イツ総合電機メーカー・シーメンスの携帯電話

端末部門を買収した。自社のシェアー（２％）

も併せて，世界第４位（シアー９％）の携帯電

話メーカに浮上した。

世界的な IT産業の大きなうねりの中で，量

産技術に長けた企業が多い台湾 IT産業は，長

年にわたり築いてきた，パソコンを核とした

「モノ」作りの技術蓄積が，これからの新たな

る製品開発に役立つことが期待されている。

１） 劉進慶（１９９２）は，「戦後から５０年代は，
台湾の産業構造は官民の二重構造になってい
た。民間資本は企業数で９９．９％を占めていた
が，資本額では４０．４％を占めるにすぎなかっ
た。すなわち，植民地経済が残存していた。
６３年に民間資本が上回り地位が逆転した」と，
述べている。

２） 台湾半導体企業の DRAM提携先。華邦電
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子は東芝，台湾茂石夕電子は沖電機と独 In-

fineon Technology，力晶半導体は三菱電機，南
亜は沖電気，旺宏電子は松下電子工業などと
提携した。

３） 微細加工のロードマップは，２００１年０．１３�
（ウエハー２００ミリ）２００３年は９０�（ウエハー
３００ミリ），２００５年は６５�（ウエハー３００ミリ）
と規定している。

４） この点は，泉谷渉（２００３）３頁，を引用。
５） この点に関して，川上桃子（１９９８）は「８０
年代後半，パソコン産業に多くの企業が参入
し，「一窩蜂」（一群れの蜂のような）の参入
行動が出現した。８４－９０年にかけて，公式な
資料で生産が３．３倍増加したのに対して，企業
数は１０倍に増加した」と，述べている。

６） 宮本光晴（２００４）は，関係特殊的投資につ
いて「原材料や中間財の取引において，供給
側は需要側の特殊化された設計と部品の要求
に対して，生産のための投資が必要になる。
このよに特殊化された部品をカスタム部品」
と呼んでいる。一方，「特定の用途に特殊化さ
れないものを汎用部品と呼び，市場取引によ
り自由に購入できる」としている。

７） この点は，川上桃子（１９９８年），１０頁，の
機能間分業を参照されたい。

８） 陳辰雄（２００３）は，「アメリカの対台湾政
策として，台湾の経済的自立のために民間企
業（資本）の育成が必要であった。一方，公
営企業の合理化と，民間企業を育成し，私的
資本の蓄積を推進していくことが不可避であ
った」と，述べている。

９） 主な進出メーカーは，家電の松下，東芝，
日立，三洋，三菱，NECなどである。

１０） 電子・電気産業の部品調達率は１９７２年の
３３％から，１９７８年には５０％まで拡大した。こ
れらは外資企業への原材料供給を通して地場
産業の生産誘発効果が大きく関わった。さら
に，安いコストの原材料を利用した外資の参
入を促す結果ともなった。陳辰雄（２００３）『台
湾の経済発展と政府の役割』９８頁，を参照さ
れたい。

１１） この点は，水橋佑介（２００１）『電子立国台
湾の実像』，８－１１頁，を参照されたい。

１２） 米国 GI社の台湾進出の経緯については，
水橋佑介，前揚書１－２頁，を参照されたい。

１３） 例えば，台湾半導体企業上位３社の董事長

は ITRIからのスピンアウト組で占められてい
た。�交流協会（２００３），１２２頁，を参照され
たい。

１４） 新竹科学工業園区の入居企業に対する優遇
税制は，第１に，５年間の事業所得税の免除
と，減価償却の猶予。第２に，５年経過後
は，２０％以下の優遇税制。第３に，輸入した
設備，原料などの輸入税，貨物税の免除，な
どであった。蕭峯雄（１９９４），３１１－３１３頁，を
参照されたい。

１５） 主な投資規制は，ハイテク産業の禁止，投
資累計上限の設定，個別案件投資上限を５０００
万ドルに設定，などである。

１６）「企業内地域間分業」又は「企業内国際分
業」について，生産は生産要素の組み合わせ
いかんによって，各企業が全国，あるいは，
世界に展開する工場の中から，最も適切な工
場を選択する。先端技術化を媒介する中枢機
能の高まりと，量産の広域的な展開を総称し
ている。関満博（１９９３）を参照されたい。

１７） 主な企業は HP，デル，IBM，マイクロソ
フト，インテル，モトローラなどであり，日
本企業はソニーと NECのみである。

１８） 台湾企業も，パソコンの OEM/ODM受注
競争において，特に ODMに力を入れており，
設計部門を中心に，ノート PCトップの広達が
７０００人規模の研究所を台湾内に設立した。今
後，単なる OEMから，発注先企業の様々な要
求に対して，対応出来る技術が必要になって
くるであろう。

１９） 関満博（２００２）『世界の工場／中国華南と
日本企業』，３５８－３６２頁，を参照されたい。
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ジェトロ，海外調査部（２００２）『台湾 IT産業研
究会報告』。

（中国語文献）
開文科技（２００４）『高科技廠商圓表匝總覧』。

蕭峯雄（１９９４）『我國産業政策興産業發展』遠東
經済研究顧問社有限公司。

陳明璋編（１９９４）『臺灣中小企業發展論文集』聯
經出版事業公司。

�資訊工業策進會（２００４）『２００４ 資訊工業年
鑑』。

經濟部統計處編印（２００４）『工業生産統計年報
中華民國９２年台灣地區 』。

本稿は，２００４年１月と８月の中国蘇州市を中
心とした長江デルタ地域の台湾 IT産業調査（一
部，経済産業研究所の研究補助を受ける）と，
同年６月に台北市で開催された「COMPUTEX

TAIPEI ２００４」，および，新竹市「科学工業園
区」の調査，２００５年６月の「COMPUTEX TAIPEI

２００５」と台北近郊の IT企業調査（専修大学大学
院 社会知性開発研究センター／中小企業セン
ターから研究補助を受ける）を基に作成し，成
果の一部は２００５年２月に刊行された，関満博編
『台湾 IT産業の中国長江デルタ集積』に掲載さ
れている。当稿に２００５年６月の台湾調査などを
加味し，加筆修正したものである。
なお，社研の所員に推薦して頂くとともに，
掲載を進めて頂いた，指導教授田中隆之先生に
感謝いたします。


